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I. 調査概要 

１. 調査の目的 

平成 30 年度に『三沢市障害者計画』の見直しを行うにあたり、市内の一般市民や企業における障

がい福祉に関する考えなどをお伺いし、施策の方針を設定するうえでの基礎資料とするため、本調

査を実施した。 

 

２. 調査内容 

１：一般市民調査  ２：福祉事業所従事者調査  ３：民間企業調査 

・地域生活について  ・地域の課題  ・障がい者の雇用 

・障がい者との交流  ・事業所での仕事  ・障がいへの取り組み 

・障がい者福祉     

・障がい者の社会参画     

 

３. 調査対象及び調査方法 

① 調査地域 

 ・三沢市内 

② 調査対象者・標本数 

 

区分 詳細 標本数 

一般市民調査 市内在住の 18歳以上の男女 1,000  人 

福祉事業所従事者調査 市内の福祉事業所に従事する常勤の正規職員 100  人 

民間企業調査 市内に事業所のある民間企業 400 箇所 

 

③ 標本抽出方法 

 ・一般市民 ：無作為抽出 

・福祉事業所：悉皆（全数） 

・民間企業 ：市内に本店ないし事業所を持ち、一定以上の従業員数の事業所から抽出 

④ 調査期間 

 ・平成 30 年 8 月 4 日から平成 30年 8月 25 日まで 

⑤ 調査方法 

 ・郵送配布、郵送回収 

⑥ 調査実施機関 

 ・三沢市 福祉部 家庭福祉課  
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４. 調査票の回収状況 

 
福祉に関するアンケート調査 

一般市民 障害福祉従事者 一般企業 合計 

標本数 1,000 件 100 件 400 件 1,500 件 

有効回収数 393 件 69 件 252 件 714 件 

有効回収率 39.3 ％ 69.0 ％ 63.0 ％ 47.6 ％ 

 

５. 報告書の見方 

・グラフ・表中の「ｎ」はアンケートの有効回収数を示しています。 

・比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第 2位を四捨五入して算出しています。従って、合

計が 100.0％にならない場合もあります。 

・複数回答の場合、回答の合計比率が 100.0％を超える場合があります。 

・グラフ・表として示したもののうち、無回答の回答数が 0の場合は「無回答」の表示を省略し

ています。また、問文・選択肢の文章を、意味が変わらない程度に簡略化してある場合があり

ます。 
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Ⅱ 調査結果 

～一般市民に対する調査～ 
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II. 調査結果（一般市民に対する調査） 

１. 対象者について 

① 調査回答者 

図表1 調査回答者 

 

② 性別 

図表2 性別 

 

③ 年齢 

図表3 年齢 
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④ 居住地域（中学校区） 

図表4 居住地域（中学校区） 

 

⑤ 職業 

図表5 職業 

 

⑥ 世帯状況 

図表6 世帯状況
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２. 地域での生活について 

① 外出頻度 

問 あなたは普段、どれくらいの頻度で外出していますか。             （○は 1 つ） 

【問 6】 

外出頻度について、「毎日」（53.9％）と回答した人の割合が最も高く、次いで「週２～３日」（17.0％）

となっている。 

図表7 外出頻度 

 

② 外出する際に困ったこと 

問 あなたは外出する際に次のことについて困ったことはありますか。    （○はいくつでも） 

【問７】 

外出する際の困ったことについて、「公共交通が利用しにくい」（31.3％）と回答した人の割合は

全体の約 3割となっている。一方、「特にない」（48.6％）と回答した人の割合は全体の約５割であっ

た。 

図表8 外出する際に困ったこと 
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③ 普段の生活の中で行っている地域活動 

問 あなたは普段の生活の中で、どのような地域活動をしていますか。    （○はいくつでも） 

【問８】 

普段の生活の中で行っている地域活動について、「隣近所の人と会ったらあいさつや立ち話をし

ている」（62.1％）の割合が最も高く、全体の約６割である。次いで「自治会や町内会での地域の清

掃活動に参加している」（28.2％）、「お祭りなどの地域行事に参加している」（15.5％）となってい

る。 

図表9 普段の生活の中で行っている地域活動 

 
 

④ 三沢市の暮らしやすさ度 

問 あなたは三沢市を暮らしやすい「まち」だと思いますか。             （○は 1 つ） 

【問９】 

三沢市の暮らしやすさについて、『暮らしやすい』（「暮らしやすいと思う」＋「どちらかというと

暮らしやすいと思う」）（76.9％）と回答した人の割合は全体の７割以上となっている。一方、『暮ら

しにくい』（「暮らしにくいと思う」＋「どちらかというと暮らしにくいと思う」）（19.9％）と回答

した人は全体の約２割となっている。 

図表10 三沢市の暮らしやすさ 
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３. 障がいのある人との関わりについて 

① 障がいのある人との交流経験 

問 あなたは障がいのある人と交流した経験はありますか。         （○はいくつでも） 

【問１０】 

障がいのある人との交流経験について、「交流した経験はない」（38.7％）と回答した人は全体の

約 4 割である。 

一方、交流経験がある人のうち、「同じ職場で働いていたことがある」（21.9％）と回答した人の

割合が最も高く、次いで「学校で一緒に勉強や活動を共にしていたことがある」（15.8％）となって

いる。 

図表11 障がいのある人との交流経験 
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② 障がい者のある人に対しておこなったことがある手助けをした内容 

問 あなたは障がいのある人に次のような手助けをしたことはありますか。  （○はいくつでも） 

【問１１】 

障がいのある人への手助けの経験について、全体では「特に何もしていない」（52.7％）の割合が

高く、「見守りや声かけ」（21.6％）と「話し相手」（19.3％）の割合を上回っている。 

図表12 障がい者のある人に対しておこなったことがある手助けをした内容 
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③ 障がいのある人に手助けをしたことがない主な理由 

問 障がいのある人に手助けをしたことがない主な理由はなんですか。      （〇は１つ） 

【問１2】 

※『問 11 障がい者のある人に対しておこなったことがある手助けをした内容』で 

「16.特に何もしていない」と回答した方のみ 

障がいのある人に手助けをしたことがない主な理由として、「障がいのある人と交流する機会が

無いから」(72.9％）と回答した人の割合が最も高く、全体の約７割である。次いで「障がいのある

人が特に困っていなかったから」（8.2％）、「他人と関わるのが、わずらわしい気がしたから」（1.9％）

となっている。 

図表13 障がいのある人に手助けをしたことがない主な理由 

 

④ 障がいのある人を支援するボランティア活動への参加経験 

問 あなたは障がいのある人を支援するボランティア活動に参加したことはありますか。                                 

（○は１つ） 

【問１３】 

障がいのある人を支援するボランティア活動への参加経験について、「関心はあるが参加したこ

とはない」（56.2％）と回答した人の割合が最も高い。次いで「関心がなく参加したこともない」

（27.0％）、「何回か参加している」（7.1％）となっている。 

図表14 障がいのある人を支援するボランティア活動への参加経験 
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４. 障がい者福祉ついて 

① 障がい者福祉関心度 

問 あなたは、障がい者福祉に関心がありますか。               （○は１つ） 

【問１４】 

障がい者福祉への関心について、「どちらかというとあると思う」（36.6％）と回答した人の割合

が最も高く、次いで「どちらかというとないと思う」（27.7％）、「あると思う」（17.8％）となって

いる。 

図表15 障がい者福祉関心度 

 

② 障がい者福祉に関心がある理由 

問 障がい者福祉に関心がある理由はなんですか            （○はいくつでも） 

【問１５】 

※『問 14 障がい者福祉関心度』で「1.あると思う」「2.どちらかというとあると思う」と 

回答した方のみ 

障がい者福祉に関心がある理由として、「将来自分も障がいのある人になる可能性があるから」

(55.6％）と回答した人の割合が最も高く、次いで「テレビや新聞書籍などで障がいに関することを

目にしているから」（40.2％）、「自分の身内に障がいのある人がいる（いた）から」（35.0％）となっ

ている。 

図表16 障がい者福祉に関心がある理由 

 

17.8 36.6 27.7 14.0 3.8

ｎ

(393)

(%)

あ

る
と

思

う

ど

ち
ら

か

と
い

う
と

あ

る
と

思

う

ど

ち
ら

か

と
い

う
と

な

い
と

思

う

な

い
と

思

う

　

無
回

答

n=(214)  

将来自分も障がいのある人になる可能性があるから

テレビや新聞書籍などで障がいに関することを目にしているから

自分の身内に障がいのある人がいる（いた）から

保健・福祉・医療に関する職業についている（いた）から

近所に障がいのある人がいる（いた）から

市の広報などで障がいに関することを目にしているから

福祉分野でのボランティア活動をしている（いた）から

その他

　無回答

55.6

40.2

35.0

21.5

11.2

7.9

4.7

5.1

0.9

0 10 20 30 40 50 60

(%)



 

 

- 15 - 

③ 障がい者福祉に関心がない理由 

問 障がい者福祉に関心がない理由はなんですか            （○はいくつでも） 

【問１６】 

※『問 14 障がい者福祉関心度』で、「3.どちらかというとないと思う」「4.ないと思う」と 

回答した方のみ 

障がい者福祉に関心がない理由として、「障がいのある人と接する機会が無いから」（60.4％）と

回答した人の割合が最も高く、次いで「自分に何ができるのか分からないから」（39.6％）、「自分の

家族や親族に障がいのある人がいないから」（26.8％）であった。 

図表17 障がい者福祉に関心がない理由 

 

 

④ 「発達障がい」認知度 

問 あなたは「発達障がい」について知っていますか。              （○は 1 つ） 

【問１７）】 

「発達障がい」の認知度について、「知っている」（56.0％）と回答した人の割合は最も高く、全

体の５割以上である。一方、『わからない』（「わからない」＋「聞いたことはあるが詳細はわからな

い」）（42.5％）と回答した人は全体の約 4割である。 

図表18 「発達障がい」認知度 
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⑤ 「親亡き後問題」認知度 

問 あなたは「親亡き後問題」について知っていますか。            （○は１つ） 

【問１８】 

「親亡き後問題」について、『わからない』（「わからない」＋「聞いたことはあるが詳細はわから

ない」）（79.6％）と回答した人の割合は全体の約 8割であった。 

図表19 「親亡き後問題」認知度 

 

 

⑥ 「成年後見制度」認知度 

問 あなたは「成年後見制度」について知っていますか。            （○は１つ） 

【問１９】 

「成年後見制度」の認知度として、「わからない」(37.4％）と回答した人の割合が最も高く、次

いで「知っている」（32.3％）、「聞いたことはあるが詳細はわからない」（29.3％）となっている。 

図表20 「成年後見制度」認知度 
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５. 障がいのある人の社会参画について 

① 障がいのある人の地域活動や就労などの社会参画について地域社会全体の理解度 

問 あなたは、三沢市における障がいのある人の地域活動や就労などの社会参画について、地域社

会全体の理解があると思いますか。                    （○は１つ） 

【問２０】 

障がいのある人の地域活動や就労などの社会参画への地域社会全体の理解度について、『理解が

ある』（「理解があると思う」＋「どちらかというと理解があると思う」）（54.5％）と回答した人の

割合は、『理解がない』（「理解がないと思う」＋「どちらかというと理解がないと思う」）（39.0％）

よりも高い割合となっている。 

図表21 障がいのある人の地域活動や就労などの社会参画について地域社会全体の理解度 

 

 

② 障がいのある人に対しての差別や偏見の有無 

問 あなたには、障がいのある人に対して差別や偏見のようなものがありますか。 （○は１つ） 

【問２１】 

障がいのある人に対しての差別や偏見の有無について、『ない』（「ないと思う」＋「ほとんどない

と思う」）（63.8％）と回答した人の割合は、『ある』（「あると思う」＋「少しあると思う」）（34.4％）

よりも高い割合となっている。 

図表22 障がいのある人に対しての差別や偏見の有無 

 

9.7 44.8 29.8 9.2 6.6

ｎ

(393)

(%)

理

解

が
あ

る

と
思

う

ど

ち

ら
か

と

い
う

と

理

解

が
あ

る

と
思

う

ど

ち

ら
か

と

い
う

と

理

解

が
な

い

と
思

う

理

解

が
な

い

と
思

う

　

無

回
答

2.8 31.6 33.8 30.0 1.8

ｎ

(393)

(%)

あ

る
と

思

う

少

し
あ

る

と
思

う

ほ

と
ん

ど

な
い

と
思

う な

い
と

思

う

　

無
回

答



 

 

- 18 - 

③ 障がいのある人への理解不足、差別や偏見があると思うこと 

問 障がいのある人への理解が不足している、もしくは、差別や偏見があると思うことはなんです

か。                                （○はいくつでも） 

【問２２】 

障がいのある人への理解不足、差別や偏見があると思うことについて、「就労の機会」（41.7％）

と回答した人の割合が最も高く、次いで「公的な場所での周囲の態度」（30.5％）、「賃金や就労条件」

（28.8％）であった。 

図表23 障がいのある人への理解不足、差別や偏見があると思うこと 
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④ 障がいのある人への理解を深め差別や偏見をなくすために必要なこと 

問 障がいのある人への理解を深め、差別や偏見をなくすために必要なことはなんだと思います

か。                                （○はいくつでも） 

【問２３】 

障がいのある人への理解を深め差別や偏見をなくすために必要なことについて、「障がいの特徴

を知り、理解を深めるための情報共有や勉強会の充実」（51.7％）と回答した人の割合が最も高く、

次いで「学校における福祉教育の充実」（48.7％）、「障がいのある人との交流の場の充実」（40.7％）

であった。 

図表24 障がいのある人への理解を深め差別や偏見をなくすために必要なこと 

 

⑤ 障がいのある人の就労機会は現状よりも増えるべきだと思いますか 

問 あなたは、障がいのある人の就労機会は現状よりも増えるべきだと思いますか。                                

（○は１つ） 

 【問２４】 

障がいのある人の就労機会は現状よりも増えるべきだと思うかについて、『思う』（「そう思う」＋

「どちらかというとそう思う」）（82.2％）と回答した人の割合は、『思わない』（「そう思わない」＋

「どちらかというとそう思わない」）（13.2％）と回答した人の割合よりも高くなっている。 

図表25 障がいのある人の就労機会は現状よりも増えるべきだと思いますか 
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⑥ 障がいのある人の就労機会は現状よりも増えるべきだと思いますか 

問 障がいのある人の就労場所を増やすために取り組むべきことはなんだと思いますか。                              

（○はいくつでも） 

                                       【問２５】 

障がいある人の就労場所を増やすために取り組むべきことについて、「企業（雇用主）や市民（同

僚・消費者）の理解の促進」（52.2％）と回答した人の割合が最も高く、次いで、「障がいの特性や

企業の特性に応じた職業訓練の充実」（50.4％）、「ハローワークや企業・福祉施設などの関係機関が

連携した就労支援の充実」（50.1％）となっている。 

図表26 障がいある人の就労場所を増やすために取り組むべきこと 
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Ⅲ 調査結果 

～障がい福祉サービス事業所従事者に対する調査～ 
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III. 調査結果（障がい福祉サービス事業所にお勤めの方に対する調査） 

１. 対象者について 

① 性別 

図表27 性別 

 

② 年齢 

図表28 年齢 

 

 

③ お勤めの事業所地域（中学校区） 

図表29 お勤めの事業所地域（中学校区） 
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④ 勤続年数 

図表30 勤続年数 

 

 

⑤ 事業所での主な仕事 

図表31 事業所での主な仕事 
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２. 地域の課題について 

① サービス利用者が抱えている課題（① ～ ⑧） 

問 サービス利用者が抱えている課題について、どのように感じていますか。 

（①～⑧各○を１つ） 

【問６】 

サービス利用者が抱えている課題について、『課題である』（「優先度の高い課題である」＋「課題

である」）と回答した人の割合が高いのは「介助者（親・家族など）の亡き後」（95.6％）であり、

次いで「福祉人材の不足」（94.2％）、「利用者の家族の障がいに対する理解」（88.4％）となってい

る。 

一方「それほど課題ではない」と回答した人の割合が高いのは、「中山間地に住む利用者の移動手

段」（34.8％）であり、次いで「障がい程度区分によるサービス利用の制約」（27.5％）、「利用負担

増によるサービス利用の手控え」（27.5％）、となっている。 

図表32 サービス利用者が抱えている課題（①～⑧） 
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② 「親亡き後」についてのご意見 

問 国では「親亡き後」を見据えた、障がいのある人の地域生活への移行を進めていますが、三沢

市においてこれを実現していく上での課題やご意見がありましたら自由に記入してください。 

【問７】 

 

【施設の拡充に関する意見】16 件 

・グループホーム等居住施設が少ない。 

・三沢市では、グループホームが少ないのでもっと市として後押しし、増やして欲しい。 

・24 時間体制で見守りや世話をしてくれる障害者施設やグループホームがあるといい。 

・三沢市にＧＨや安心して生活できる様な場所が少なすぎる。 

 

【当事者の高齢化に関する意見】７件 

・本人の高齢化が問題だと思う。 

・親が元気なうちは…と、ギリギリまでがんばる事が全ての始まりだと感じる。当事者が 40～50 代

になってから施設へ入所することは、本人の負担になり、スムーズにいかないケースもある。 

20～30 代のうちに、体験をするなど、親に対しての指導とか勉強会のようなものが必要だと思わ

れる。親元から手ばなしたくないのは分かるが、ずっと一緒にいることが必ずしも良いとはかぎ

らない。親亡き後を、親が元気なうちに早めに考える事が大事だと思う。 

・親亡き後も大事な事だが、高齢化する利用者様のしっかりとした福祉サービスの利用が手軽に、

且わかり易く安心して利用出来るシステムが望ましい。 

 

【地域社会の理解に関する意見】７件 

・地域生活するにあたって、地域の理解度が低いように感じる。 

・親亡き後もだが、障害への相互理解、雇用に対する環境づくりが最優先だと思います。 

・地域で支えていく為には、障がい者への理解が不加欠だと感じます。多くの人達が様々な、研

修、イベント等で障がい者を理解できる場を増やし、共存できる事が望ましいと思います。 

 

【その他の意見】15 件 

・両親と同居していて不自由なく、生活ができています。本人たちも一人暮しを、望む方もいま

す。ご両親が高齢になってから行動をしていますが、若い内に行政が、係ることで、意識を、高

められると思います。自立と自律ができない方の住居も少なくないと思います。 

・親が（保護者）いる場合、親の考え・意見を調査し、残こされた方に負担の少ない福祉システ

ム、福祉の連携が必要だと思います。 

・家族へのアプローチ（場合によっては説得）が欠かせないと感じています。ハンデのある我が子

を、家庭で守ってやりたい、家庭から手離したくない、心配でそれができない、という親心と、

同居している限り障害年金が家計に入る、ことについて、親が高齢となり年金収入とそれを大き

なよりどころとしているという現実があるように思います。 
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③ 障がいのある人のためにおこないたいボランティア活動 

問 地域の方が、障がいのある人のために、ボランティア活動などをしたいと思っている場合、ど

のような活動があったらいいと思いますか。              （○はいくつでも） 

【問８】 

障がいのある人のためにおこないたいボランティア活動について、「普段から定期的な声かけや

見守りを行う」（73.9％）と「地域の行事やイベントに一緒に参加する」（73.9％）と回答した人の

割合が最も高く、次いで「趣味やスポーツ活動を一緒にする」（72.5％）、「外出時に付き添う」（33.3％）

となっている。 

図表33 障がいのある人のためにおこないたいボランティア活動 

 

 

④ 暮らしやすい社会をつくるために地域社会や企業に特に力を入れて欲しいこと 

問 障がいのある人が暮らしやすい社会をつくるために、地域社会や企業に、特に力を入れて欲し

いと思うことはなんですか。                    （○は３つまで）                         

【問９】 

障がいのある人が暮らしやすい社会のため地域社会や企業に特に力を入れて欲しいことについ

て、「障がいに対する理解を深める」（71.0％）と回答した人の割合が最も高く、次いで「障がいの

ある人を積極的に雇用する」（58.0％）となっている。 

図表34 障がいのある人が暮らしやすい社会のため地域社会や企業に特に力を入れて欲しいこと 
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３. 事業所での仕事について 

① 利用者のニーズへの対応 

問 利用者のニーズに対してはどのように対応していますか。         （○は１つ） 

【問１０】 

利用者のニーズへの対応について、「同じ事業所の職員間で協議の上で対応している」（76.8％）

と回答した人の割合が最も高く、全体の７割以上を占めている。次いで「個別支援会議で事業所外

の関係者も交えて対応を協議している」（11.6％）、「事業所内でも一部の担当職員だけで対応して

いる」（7.2％）となっている。 

図表35 利用者のニーズへの対応 

 

 

② 提供するサービスの質の向上のために必要なこと 

問 提供するサービスの質の向上のために必要なことはなんだと思いますか。 （〇はいくつでも） 

【問１１】 

提供するサービスの質の向上のために必要なことについて、「同じ事業所内の職員間の意識・情

報共有による組織の一体化」（82.6％）と回答した人の割合が最も高く、次いで「職員への研修によ

る専門性の向上」（81.2％）、「職員の増員による一人ひとりの負担の軽減」（63.8％）となっている。 

図表36 提供するサービスの質の向上のために必要なこと  

 

7.2 76.8 11.6

0.00.00.0

4.3

ｎ

(69)

(%)

事

業

所
内

で

も
一

部

の

担

当
職

員

だ
け

で

対

応

し
て

い

る

同

じ

事
業

所

の
職

員

間

で

協
議

の

上
で

対

応

し

て
い

る

個

別

支
援

会

議
で

事

業

所

外
の

関

係
者

も

交

え

て
対

応

を
協

議

し

て

い
る

障

害

者
支

援

協
議

会

で

関

係
者

に

よ
る

協

議

を

行
っ

て

い
る

そ

の

他

そ

の

よ
う

な

経
験

（

機

会
）

は

な
い

　

無

回
答

職員への研修による専門性の向上

職員の増員による一人ひとりの負担の軽減

他の事業者との連携による利用者とその家族に対する包括的な支援

行政との情報共有の迅速化

利用者（家族）の社会福祉制度の理解促進によるサービス利用の適正化

地域の活動団体や企業ＮＰＯ等との連携強化

その他

特にない（わからない）

　無回答

n=(69)  

同じ事業所内の職員間の意識・情報共有による組織の一体化 82.6

81.2

63.8

50.7

47.8

33.3

18.8

5.8

1.4

1.4

0 20 40 60 80 100

(%)



 

 

- 29 - 

③ 事業所の防災対策 

問 事業所の防災対策について教えてください                 （〇は 1 つ） 

【問１２】 

事業所の防災対策について、「事業所の防災対策のマニュアル（ガイドライン）があり、内容を理

解している」（66.7％）と回答した人の割合が最も高く、次いで「事業所の防災対策のマニュアル

（ガイドライン）があるが、内容は把握していない」（18.8％）となっている。 

図表37 事業所の防災対策  
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IV. 調査結果（民間事業所に対する調査） 

１. 対象者について 

① 事業所の主な業種 

図表38 事業所の主な業種 

 

 

② 従業員数 

図表39 従業員数 
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③ 障がいのある人の法定雇用率を満たしていますか。 

図表40 障がいのある人の法定雇用率を満たしていますか 

 

④ 営業形態 

図表41 営業形態 
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２. 障がいのある人の雇用について 

① 現在障がいのある人の雇用有無 

問 貴事業所では、現在、障がいのある人を雇用していますか。        （○は１つ） 

【問５】 

現在障がいのある人の雇用有無について、「いいえ」（82.9％）と回答した割合が最も高く、全体

の約８割である。 

図表42 現在障がいのある人の雇用有無 
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② 雇用している障がいのある人の人数 

問 貴事業所で雇用している障がいのある人の人数を教えてください。      （各実人数） 

  （障がいのある人合計/身体障がい/知的障がい/精神障がい/その他の障がい） 

【問６】 

雇用している障がいのある人の合計人数について、『２人以下』（「１人」＋「２人」）（69.7％）と

回答した割合は全体の約７割となっている。 

障がい種別の雇用している人数について、「1人」と回答したうちで最も高い割合だったのは、「そ

の他」（100.0％）、次いで「精神障がい」（80.0％）であった。また『２人以上』（「２人」＋「３人

以上」）と回答したうちで最も高い割合だったのは、「知的障がい」（35.0％）であった。 

図表43 雇用している障がいのある人の合計人数

  

図表44 雇用している障がい種別人数  
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③ 雇用する際の採用方法（チャネル） 

問 貴事業所で障がいのある人を雇用する際に、どのように採用しましたか。 （〇はいくつでも） 

【問７】 

雇用する際の採用方法について、「ハローワークからの紹介」（48.8％）と回答した人の割合が最

も高く、次いで「各種学校からの紹介」（32.6％）、「自社採用（一般募集）」（25.6％）となっている。  

図表45 雇用する際の採用方法（チャネル） 

 

④ 障がいのある人の主業務 

問 貴事業所で雇用している障がいのある人の、主な業務を教えてください。 （〇はいくつでも） 

【問８】 

障がいのある人の主業務について、「軽作業」（41.9％）と回答した割合が最も高く、次いで「製

造・技能職」（30.2％）、「一般事務」（25.6％）となっている。 

図表46 障がいのある人の主業務 
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⑤ 障がいのある人を採用する際に特に考慮した点 

問 障がいのある人を採用する際に、特に考慮した点を教えてください。   （〇はいくつでも） 

【問９】 

障がいのある人を採用する際に特に考慮した点について、「コミュニケーションがとれるか」

（65.1％）と回答した割合が最も高く、次いで「担当業務が事業所内にあるか」（41.9％）、「体調管

理を適切に行えるか」（37.2％）となっている。 

図表47 障がいのある人を採用する際に特に考慮した点 
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⑥ 障がいのある人を採用してよかったこと（メリット） 

問 障がいのある人を雇用したことで、よかったこと（メリット）はありましたか。                         

（○はいくつでも） 

【問１０】 

障がいのある人を採用してよかったことについて、「会社が社会的責任を果たせた」（55.8％）と

回答した割合が最も高く、次いで「従業員の障がいへの理解が深まった」（44.2％）、「障がいのある

人を労働力として活用できることがわかった」（30.2％）となっている。 

図表48 障がいのある人を採用してよかったこと（メリット） 

 

⑦ 障がいのある人を採用して困ったこと（デメリット） 

問 障がいのある人を雇用したことで、困ったこと（デメリット）はありましたか。       

（〇はいくつでも） 

【問１１】 

障がいのある人を採用して困ったことについて、「特にない」（48.8％）と回答した割合が最も高

い。困ったことの内容に関して、「情報伝達やコミュニケーションがとりづらい（とれない）」（23.3％）

と回答した人の割合は、「求めている業務の量・質が担保できない」（16.3％）、「体調等による欠勤

や早退など、勤務体制が不安定」（16.3％）よりも高くなっている。 

図表49 障がいのある人を採用して困ったこと（デメリット） 
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⑧ 障がいのある人を雇用していない理由 

問 障がいのある人を雇用していない理由を教えてください。        （〇はいくつでも） 

【問１２】 

障がいのある人を雇用していない理由について、「業務内容が障がいのある人には不向きである」

（52.2％）と回答した割合が最も高く、次いで「勤務中の事故やトラブル等のリスクに不安がある」

（31.1％）、「障がいのある人をサポートできる職員（体制）がない」（30.1％）となっている。 

図表50 障がいのある人を雇用していない理由 

 

⑨ 今後、新規もしくは追加で障がいのある人を雇用予定 

問 今後、貴事業所で新規もしくは追加で、障がいのある人を雇用する予定はありますか。 

（○は１つ） 

【問１３】 

今後、新規もしくは追加で障がいのある人の雇用予定について、「ない」（56.3％）と回答した割

合が最も高く、次いで「条件が整えば雇用を検討する」（35.3％）となっている。 

図表51 今後、新規もしくは追加で障がいのある人を雇用予定 
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⑩ 障がいのある人の雇用拡充するために必要なサポート 

問 障がいのある人の雇用を拡充するために、必要なサポートがあれば教えてください。 

                                   （〇はいくつでも） 

【問１４】 

障がいのある人の雇用拡充するために必要なサポートについて、「障がいのある人の職務能力の

適正な把握（43.7％）と回答した割合が最も高く、次いで「障がいのある人への就労意識や職場マ

ナーなどの基本的なスキル定着への支援」（26.2％）、「障がいのある人の雇用に伴う、施設や設備改

善に対する助成金制度などの充実」（23.4％）となっている。 

図表52 障がいのある人の雇用拡充するために必要なサポート 
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３. 障がいについての取り組みについて 

① 従業員向けに障がいについての社内教育実施状況 

問 貴事業所では、従業員向けに、障がいについての社内教育を実施していますか。      

（○は１つ） 

【問１５】 

従業員対象の障がいについての社内教育実施状況について、「いいえ」（92.1％）と回答した割合

が最も高く、全体の約９割となっている。 

図表52 従業員向けに障がいについての社内教育実施状況 

 

② 実施している障がいについての社内教育の内容 

問 実施している障がいについての社内教育の内容を教えてください。    (○はいくつでも) 

【問１６】 

※『問 15 従業員向け社内教育実施状況』で、「1.はい」と回答した方のみ 

障がいについての社内教育の内容について、「障がい者雇用に関する管理職向けの内部研修」

（42.9％）と「精神障がいや発達障がい等について従業員の理解促進のための情報発信」（42.9％）

が最も高い割合となっている。 

図表53 実施している障がいについての社内教育の内容 
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窓口対応や顧客対応での、障がいのある人への対応のガイドラインの作
成・普及

防災訓練等での障がいのある人の避難誘導・補助の実施

その他

42.9

42.9

21.4

7.1

7.1

7.1

0 10 20 30 40 50 (%)



 

- 43 - 

 

③ 実施している障がいのある人への対応の取り組み 

問 貴事業所で実施している、障がいのある人への対応の取り組みについて教えてください。 

                                   （〇はいくつでも） 

【問１７】 

実施している障がいのある人への対応の取り組みについて、「特にない」（59.9％）と回答した割

合が最も高い割合となった。取り組みを実施している内容について、「事業所の出入り口等でのス

ロープの設置」（16.7％）の割合が最も高く、次いで「車椅子でも使用できるトイレの設置」（13.9％）

となっている。 

図表54 実施している障がいのある人への対応の取り組み 
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